
令和2年９月現在

①対応済の案件

年 月 質問要旨 答弁要旨 所管課

29 3

・大津町における公共交通
網の現状とあり方について
は、平成２８年３月策定の
大津町地域交通網形成計画
において分析され、個別計
画策定が平成２９年度にな
される予定になっている。
・公共交通を福祉の観点か
ら捉えれば、高齢者に外出
の動機付けをすることや健
康づくりにつなげる取り組
みが必要である。

・部課を超えた総合的な体
制づくりとして、公共交通
会議における専門部会の設
置を検討したい。
・高齢者で免許証を自主返
納された方への対応策につ
いても検討したい。

対
応
済

・地域公共交通網形成計画に
基づき、地域公共交通会議や
その事業者部会で協議しなが
ら、町内バス路線や、乗合タ
クシーの見直しを進めてき
た。
・今年４月からは、乗合タク
シーの利用エリアを北部・南
部地区の全域と大津東区に拡
大し、高齢者の外出支援につ
なげることができた。新型コ
ロナウイルスの影響によりス
ロースタートとなったが、今
後は乗合タクシー制度の周知
をしながら利用者数の増加を
図っていきたい。

総合政策課

元 9

・軽度認知障害（ＭＣＩ）
への「選択と集中」による
啓発を徹底し、さらに診
断・治療に至る実効策とし
て検査・受診へのインセン
ティブ（チェックシート返
送者への地域振興券発行
等）の付与をすることで早
期発見から治療へ確実に繋
げる考えはないか。

・認知症ケアパスについて
は、今年度改訂作業を行
い、来年度印刷し、住民へ
の周知を行いたい。また、
インセンティブ（意欲向上
のための刺激策）について
は、まずは「水水（元気大
津づくり活動）」のポイン
トを考えていきたい。 対

応
済

・MCI対象者の方へは、随時
フォロー継続中。（今後も、
介護予防健診やチェックリス
ト送付時に合わせ、MCI
チェックを実施していく）
・改訂後の認知症ケアパスに
ついては、6月末に納品完
了。地域包括支援センター及
び介護保険課窓口で配布を行
うとともに、認知症相談等で
も活用中。また、町ホーム
ページにも掲載し、周知を
図っている。今後も、出前講
座等、住民への周知の機会が
あるごとに配布を行いながら
認知症を身近にとらえ、早期
予防・早期発見につながるよ
う、啓発を継続していく。

介護保険課

元 12

・消火栓と消火ホース格納
箱、防火水槽等の確認状況
の把握はどうしているの
か。

・消防団による点検（確
認）方法について、消防団
幹部会議等でその点検方法
や点検の間隔、記録等の
フォーマット化や統一化を
進めていきたい。

対
応
済

・消防団幹部会議等において、
点検方法や点検の間隔、記録等
のフォーマット化や統一化を行
い、それに基づき、各分団によ
る消火栓、防火水槽、ホース格
納庫等の消防施設の点検や車両
点検を実施している。 総務課

元 12

・私達の住む、地球全体で
地球温暖化が進んでいるの
が現実である。日本もその
影響で亜熱帯化になりつつ
あり、毎年、台風や豪雨の
被害で甚大な被害が起きて
いるが、我が大津町でも対
策が必要と思う。町内のハ
ザードマップの見直しが必
要ではないか。

・各世帯に配布しているハ
ザードマップについて浸水
地域に該当している地域の
方への説明・周知ととも
に、早期にハザードマップ
の見直しを行いたいと考え
ている。

対
応
済

・「洪水土砂災害ハザード
マップ」を平成３０年に作成
して全世帯に配布している
が、昨年、県から白川の浸水
想定区域に関して、これまで
の計画規模（100年から
200年に１度発生する洪水を
想定）から想定最大浸水規模
（1000年に1度発生する洪
水を想定）の浸水想定区域図
が発表されたため、７月にハ
ザードマップ改訂版を浸水地
域に該当する白川流域地域の
区長へ説明を行い各世帯への
配布を行った。

総務課

対応方針・進捗状況

議会一般質問への対応状況
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2 3

・今年度、57号、北回り
バイパス、豊肥線が同時開
通見通しとなっている。国
道、県道の青写真を町民に
わかりやすく示して合意納
得できる説明責任があると
思う。また全町的な重要問
題であり議会にも質問と回
答の機会が必要ではない
か。

大津町議会に対する説明
は、国土交通省熊本河川国
道事務所、町議会事務局と
日程を調整させていただき
ます。

対
応
済

・大津町議会全員協議会で現
地視察、質疑応答を実施。

建設課

2 6

・必要な情報を迅速に、あ
るいは適切なタイミングで
発信することは、平時には
住民サービスの向上、有事
には住民の安全・安心にも
直結する。
②不備や照会を減らす書面
づくり（各種記入様式、案
内・説明文章など）。

・それぞれ関係各課におけ
る現在の課題について、プ
ロジェクトチームを組みな
がら具体的な検討を行い、
改善に向けた取り組みを進
めてまいります。

対
応
済

・ＬＩＮＥ運用の先進自治体
である宇城市の運用方法を参
考に（令和２年８月）意見交
換会を実施。
・訴求力のある記事の載せ方
や適切な配信頻度となるよう
変更している。運用方法につ
いては引き続き検討していき
たい。
・不備や照会を減らす書面づ
くり及びホームページのテン
プレートについては、事務改
善委員会で議題として検討す
ることとしており、８月に職
員へ事務改善提案の募集を
行っている。

総合政策課

2 6

・ＩＣＴの発展や人口減少
が進む中、「スマート自治
体」という言葉が一つの重
要なキーワードになってい
る。高い次元で実現するた
めには、個々の職員のＩＣ
Ｔスキル・リテラシー向
上、実務を踏まえて全体の
在り方を設計・統括できる
人材の任用が不可欠であ
る。
③デジタルネイティブであ
る若手を中心とした職員提
案制度やタスクチームの創
設。

・職員提案制度と併せて、
これからテーマを設けての
作業部会での勉強会など、
職員の資質向上に向けた取
り組みについても積極的に
取り組み、スマート自治体
の推進を図ってまいりま
す。

対
応
済

・事務改善の提案募集を８月
から開始。今後、提案内容を
事務改善委員会で協議しなが
ら職員提案制度の活性化を推
進する。
・ＡＩ-ＯＣＲ・ＲＰＡに関
するプロジェクトチームを若
手職員で設置。同プロジェク
トでＩＣＴの技術向上を図る
とともに、今後のスマート自
治体としてのあり方について
検討していく。

総合政策課

2 6

・コロナウイルスとの共
存、あるいは新たな感染症
に備え生活様式の見直しが
求められている。事業（業
務）の運営も同様であり、
それにはＤＸへの対応も求
められる。
⑤職員のリテラシーの変
革。

・ＩＣＴの職員研修につき
まして、いわゆる習熟度に
分けて実施することとし、
今後必要とされるＩＣＴ関
係のリテラシーの能力向上
にも努めてまいります。

対
応
済

・現在、IT研修を、習熟度に
合わせ設けてある講座に自主
的に参加する職員を募ってい
る。また、情報セキュリティ
に関するオンライン研修への
参加を促している。
・今後必要とされるICT関係
のリテラシーについては、
ICTツールのトライアルを行
い職員に実際にICTツールを
使用させ、実体験を通じ理解
に繋げている。
・また、ICT企業等が行う、
ICT活用オンラインセミナー
の情報を収集し職員へ参加を
呼び掛けている。

総合政策課
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②対応中、対応方針を決定した案件

年 月 質問要旨 答弁要旨 所管課

2 6

・行政手続きのオンライン
化や、キャッシュレス決済
は新型コロナウイルス感染
抑止の取り組みとともに、
町民の利便性向上、職員の
業務負荷軽減、コスト削減
などの効果が期待できる。
早急に民間サービス同様に
オンラインやキャッシュレ
スで完結できる体制を構築
する必要がある。

・キャッシュレス化につき
ましては、住民税や固定資
産税、それから国民健康保
険税等の公金の支払いにつ
いて、今年の４月からコン
ビニの納付に加え、さらに
クレジットカード等を使っ
て公金の支払いを行うシス
テムの導入について、現在
協議を進めており、整い次
第導入に向けて進めてまい
ります。

対
応
中

・令和２年８月にＩＣＴ関連
の先進地である宇城市に総合
政策課と住民課で視察研修に
行き、オンライン申請や
キャッシュレス化の導入状況
等の意見交換を行った。
今後は関係課を含めたプロ

ジェクトチームを立ち上げて
協議を進める。

総合政策課

③検討中の案件

年 月 質問要旨 答弁要旨 所管課

28 12

・消防団活動の支援の輪を
広げる機能別消防団員を設
置し、消防団活動を更に強
化しないか。

・機能別消防団について
は、町消防団幹部会議にお
いて、議論を始められたと
ころです。今後、すでに機
能別消防団を設置している
自治体の状況や町消防団幹
部会議での検討結果を踏ま
えながら進めてまいりま
す。

検
討
中

・町消防団幹部会議におい
て、機能別消防団員について
検討し、各分団において地元
との協議を行っている。ま
た、団員確保や処遇の問題等
の課題と併せ、消防団員定数
の見直しについても検討して
おり、令和２年１月３１日に
は町議会総務常任委員会との
意見交換も行っている。地域
防災力の低下や指揮命令系統
の乱れにつながらないような
検討が必要である。

総務課

元 9

・新生児聴覚検査は、先天
性難聴の早期発見に有効と
して国が推奨しているが、
検査を受けるかどうかは任
意となっている。平均５，
０００円ほどの検査費負担
もあり、新生児の２割が検
査を受けていない状況であ
る。国は全ての新生児の難
聴検査の実施に向けて、全
国の自治体に積極的な公費
助成を求めているが、本町
にはこの助成制度がない。
早期に発見して適切な療育
を受ければ、言葉の発達へ
の影響を最小限に抑えるこ
とができる。新生児の先天
性聴覚障がいを早期に発見
し、療育を推進するため、
新生児聴覚検査の重要性を
周知するとともに、検査に
対する費用の助成を行うべ
きではないか。行政として
支援できる方策を積み重ね
ていくべきである。

・（難聴児の早期発見・早
期治療について）大津町独
自で実施できるようにやっ
ていきたいと考えている。

検
討
中

・県内の新生児聴覚検査の受
託医療機関から委託料統一の
要望があっているため、町で
聴覚検査の助成事業に取り組
む場合、委託料を統一したう
えでの実施が望ましいと考え
ている。本年度開催予定の
「県の新生児聴覚検査に係る
推進協議会」に委託料統一の
要望を行う予定であったが、
新型コロナの影響で協議会の
開催が延期されており、協議
会の開催を見守っている状況
である。

健康保険課

対応方針・進捗状況

対応方針・進捗状況
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④検討の結果、対応しないこととした案件

年 月 質問要旨 答弁要旨 所管課対応方針・進捗状況

商業観光課元 12

・大津町ゆかりの身近な選
手を大津町として盛り上げ
ようと応援することが若者
の人材育成につながると思
うが、町、教育委員会とし
てはどう考えるか。

・多くの大津町ゆかりの
方々の活躍は、全国や世界
に向けた大津町のＰＲにも
なり、町の経済財政等にお
いてもしっかりと貢献して
おられると思っている。現
在、肥後おおづスポーツ文
化コミッションで研究させ
ているので、来年度の予算
関連等で検討させていただ
きたい。

・研究を重ねる中でパブリッ
クビューイングの実施可能条
件の規定が厳しいことが判明
したことは前回お伝えした通
りです。規定の許す範囲で、
様々な大会におけるパブリッ
クビューイングの実施可否を
探っていこうとしましたが、
新型コロナの影響で大会その
ものの開催も厳しく、観戦や
応援も難しい状況が続いてい
ます。・町ゆかりの身近な選
手に対する町あげての応援に
ついても、次代のスポーツ選
手の育成や輩出に有効であ
り、町を盛り上げる活力が生
み出されると大いに期待する
ところですが、選手自身の体
調や心情、家族や身近な監
督・支援スタッフからの意
見、所属する実業団やスポン
サーといった方面からの意向
や商業利権などが複雑に絡む
問題をはらんでおり、非常に
デリケートな対応が求められ
ることも前回お伝えした通り
のままとなっています。その
後2020年の東京オリンピッ
クも来年に延期となり、これ
まで情勢を注視して参りまし
たが総合的に考えて、現時点
での取り組みは実施不可と判
断せざるを得ない結論へと至
りました。

実
施
不
可
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